
 

 
平成 23 年 11 月 7 日 

各      位 
会 社 名  株式会社アムスク 
代表者名  代表取締役社長 栗原新太郎  
（ＪＡＳＤＡＱ・コード 7468） 
問合せ先  
役職・氏名 常務取締役 平井和明 
電話 0422－54－0006 
 

テキサス・インスツルメンツ（ 以下、「TI」）社製品の販売等に関する 
事業売却のお知らせ 

 
当社は、平成 23 年 11 月 7 日開催の取締役会において、平成 24 年 4 月 1 日をもってパネトロン株式会社（以

下、「パネトロン社」（注））及びパネトロン社が指定する法人に対し、下記のとおり TI 社製品の販売等に関する

事業を売却することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 
（注）パネトロン社は、東京証券取引所第 1 部上場 東京エレクトロン デバイス株式会社が 100％出資 
する子会社です。 

記 
１．事業売却の理由 
  現在、当社が取り扱っております TI 社製品の販売等に関する事業（以下、「対象事業」）に関し、当社の事

業戦略の見直しを行い、外部環境及び事業の選択と集中を考慮した結果、パネトロン社及びパネトロン社が指

定する法人（東京エレクトロン デバイス株式会社、TOKYO ELECTRON DEVICE HONG KONG LTD.、
TOKYO ELECTRON DEVICE SINGAPORE PTE. LTD. 以下、左記企業グループを総称して「TED グルー

プ」）に対し対象事業を事業売却することを決定いたしました。 
なお、売却先の選定につきましては、複数の売却候補先の中から、本件取引条件対象事業に係る顧客の円滑な

承継の実現可能性、ならびに対象事業の海外事業の承継の実現可能性を総合的に勘案し、決定をいたしました。 
 
２．事業売却の内容 

(１)対象事業の内容 

  TI 社製品の販売等に関する事業 

  ・当社が所有する TI 社製品の売主たる地位は、パネトロン社へ売却いたします。 

・当社が所有する対象事業に係る棚卸資産は、東京エレクトロン デバイス株式会社へ売却いたします。 

 ・当社の海外子会社（3社（注））が所有する対象事業に係る棚卸資産は、TOKYO ELECTRON DEVICE  
HONG KONG LTD へ売却いたします。 
（注）当社の海外子会社は、 AMSC SINGAPORE PTE.LTD.（以下、「 AMSC SP 」）、 AMSC 
ELECTRONICS HONG KONG LTD.（以下、「AMSC HK」） 、阿姆斯克（上海）貿易有限公司（以下、

「AMSC SH」）、になります。 
(２)売却の対象となる事業の平成 23 年 3 月期における経営成績 

 売却の対象となる事業（a） 当社 23 年 3 月期実績（b） 比  率(a/b) 
売 上 高 9,887 百万円 22,502 百万円 43.9％ 
売 上 総 利 益 1,154 百万円 2,280 百万円 50.6％ 

（注）当社とその海外子会社（3社）を連結した経営成績を記載しておりますが、対象事業では販売管理費の

配賦をしていないため、営業利益及び経常利益は算出しておりません。 



 

 

(３)売却資産、負債の項目及び金額 

  事業売却日における当社とその海外子会社（3社）が所有する対象事業に関するたな卸資産を売却いたし

ます。平成 23 年 9 月 30 日における当社及びその海外子会社の売却対象たな卸資産の帳簿簿価は 1,141 百

万円（円換算価額）となっております。なお、平成 23 年 9 月 30 日における各法人の売却対象たな卸資産

の帳簿価額は下記となっております。 

当社     ：   626 百万円 

AMSC SP :    611 千 USD  （約  47 百万円） 

AMSC HK： 5,819 千 USD  （約 446 百万円） 

AMSC SH： 1,822 千人民元（約  22 百万円） 

 

(４)対象事業従業員について 

対象事業に従事する一部従業員（約 40 人）につきましては TED グループに移籍する予定です。 

 

(５)売却価額及び決済方法 

  事業売却価額：金 1,518 百万円 

（事業売却対価 514 百万円、上記(３)の在庫に対する対価 1,004 百万円（注）） 

  決済方法  ：事業売却日に現金にて決済予定 

 

（注）上記の在庫に対する対価は平成 23 年 9 月 30 日における評価額であり、売却日前日の在庫評価により

調整をする可能性があります。 

 

３．事業売却先の概要 

 

（１）商号 パネトロン株式会社
東京エレクトロン 

デバイス株式会社 

香港華桑電子有限

公司 

(英語表記：TOKYO 

ELECTRON DEVICE 

HONG KONG LIMITED) 

Tokyo Electron 

Device Singapore 

Pte. Ltd. 

（２）本店所在地 神奈川県横浜市 神奈川県横浜市 

香港九龍尖沙咀廣

東道 5號海港城海

洋中心 10 樓

1010-11 室 

79 Anson Road 

#11-05 Singapore 

079906 

（３）代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長 

木村 勉 

代表取締役社長 

栗木 康幸 

董事長 

徳重 敦之 

Managing Director

徳重 敦之 

（４）事業内容 
半導体等の電子部 

品の販売等 

・半導体製品、ボー

ド製品、ソフトウェ

ア、一般電子部品の

購入・販売、および

設計・開発を行う

EC（電子部品）事業

・ネットワーク、ス

トレージ、ミドルウ

ェア、ソフトウェア

の各ソリューショ

半導体等の電子部

品の販売等 

半導体等の電子部

品の販売等 



 

ンの購入・販売を行

う CN（コンピュー

タ・ネットワーク）

事業 

（５）資本金の額 50 百万円 2,495 百万円 3,500 千香港ドル 
250千シンガポール

ドル 

（６）設立年月日 2008 年 4 月 1日 1986 年 3 月 3日 2005 年 4 月 非開示 

（７）純資産 
△118 百万円 

（2011 年 3月期） 
23,220 百万円 

（2011 年 3月期）
非開示 非開示 

（８）総資産 776 百万円（同上） 50,254 百万円 

（同上） 
非開示 非開示 

（９）大株主及び

持株比率 

東京エレクトロン 

デバイス株式会社 

100％ 

東京エレクトロン

株式会社 55.4％ 

自社社員持株会   

4.1％ 

ノーザン・トラスト

（AVFC）  0.7％ 

 
日本トラスティ・サ

ービス信託銀行（信

託口）0.7％ 

 

居山 耕作 0.7％ 

東京エレクトロン 

デバイス株式会社 

100％ 

東京エレクトロン 

デバイス株式会社 

100％ 

■資本関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあり

ません。 

■人的関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあり

ません。 

■取引関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあり

ません。 

（10）上場会社と

当該会社の

関係等 

■関連当事者への該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係者及び関係

会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

 

 

４．日程 

取 締 役 会 決 議 平成 23 年 11 月 7 日 

事 業 売 却 契 約 締 結 平成 23 年 11 月 7 日 

事業売却承認株主総会 平成 24 年 3月初旬（予定） 

事 業 売 却 期 日 平成 24 年 4月 1日(予定) 

 



 

５．会計処理の概要 

 本件については、売却期日が平成 24 年 4 月 1 日を予定しているため、当会計年度の業績に対する影響はあり

ません。 

（参考） 売却の対象となる事業の業績見通し 

 平成 24 年 3 月期（予想） 
売 上 高 9,243 百万円

売 上 総 利 益 1,152 百万円

 

６．今後の見通し 

当社は事業環境の変化に対応するために、以下の施策を講じ事業基盤をより強固なものといたします。 
① 業容拡大機会のあるオン・セミコンダクター社ビジネスにつきましては、経営資源を集中的に投入する

ことにより、従前の東日本に加え西日本地域の車載ビジネスを伸長いたします。 
② ST マイクロエレクトロニクス社につきましては、インダストリー、民生、車載ビジネスに経営資源を

より投入し、ビジネスの更なる拡大に努めます。 
③ 当社のコアコンピタンスであるアナログ IC ビジネスの販売及び技術サポート力を活かし、新規のサプ

ライヤー導入を含むアナログビジネスの拡充を行います。 
④ 当該売却により得られる資金等の活用により、上記施策については、迅速かつ確実に遂行できるものと

考えております。 
⑤ 拠点の統廃合、人員数の適正化を含めた事業再構築を行い、収益力の維持・強化に努めてまいります。

なお、事業再構築に係る費用につきましては、本件売却対価の一部を充てることを予定しております。 
 

以  上 
 


